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研究論文
消費者運動をめぐる企業内労働組合の対応＊
―カラーテレビ不買運動と森永ミルク中毒事件―
岩　田　憲　治
Consumer Movements and Labor Unions
―　The Color TV Boycott and the Morinaga Milk Poisoning Case　―
Kenji IWATA
　キーワード：消費者運動，二重価格問題，被害者救済問題，相互信頼的労使関係
                                                          
＊ 本稿の執筆に当たり，社会労働研究会の諸先生に適切なご指導を頂いた．記してお礼を申し上げる．た
だし，残された誤りは全て筆者に帰する．
【要　約】　本稿の目的は，消費者運動をめぐる当該労働組合の対応を明らかにし，その論理を検討
することである．
　公害や物価など消費者運動に対して企業内労働組合の対応は多様である．その中で本稿は，当該労
働組合が消費者運動と企業との関係をどのように対応して調整の役割を果たしたかを検討すること
によって，消費者運動に対する企業内組合の論理をさぐる．
　カラーテレビの価格引下げを求める不買運動に対し，ある電機メーカーの労働組合が消費者団体と
接触しその要求を経営側に伝えて，解決策を見出すことに貢献した．また，森永ミルク中毒事件では，
被害者団体と不買運動を展開する諸団体に労働組合が働きかけ，経営側には被害者団体の要望を受け
入れるよう促した．労働組合が消費者団体等の要求を経営側に受け入れるよう働きかけるのは，直接
的には組合員の雇用の確保と労働条件の維持であるが，経営改善を求める要求でもある．その背景に
は，長期雇用の保障を中心とする相互信頼的労使関係がある．
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１．はじめに
　本稿の目的は，消費者運動をめぐる企業内労働組合の対応を調べて，その論理を検討するこ
とである．
　近年，企業の社会的責任をめぐる問題として，自動車のリコール隠しや食品産業の品質不良
問題，あるいは狂牛病の予防にからむ補助金詐取事件が話題にのぼった．そのため，行政の運
営を適正にする狙いを含めて，内部告発者を保護する法制化が話題になっている．ところで，
これらの事件が発覚すると，労働組合は何をしているのかという非難と期待を含んだ意見が聞
かれる．
　では，このような事態に企業内労働組合は何ができるのだろうか．この疑問に答えるため本
稿は，電機製品の値下げを求めた高度成長期における不買運動と森永ミルク中毒事件をめぐる
当該労働組合の対応を検討する．
　個別企業の労働条件は，その経営成績と同業界の水準，社会の条件に影響されるが，なかで
も経営成績が労働条件に与える影響は大きい．製品が高価に販売されると利潤が増加するので，
組合の要求を実現し易くなるからである．雇用の確保と労働条件の維持向上を目指す企業内労
働組合が，企業収益の向上に留意する理由はここにある．だから，日本の企業内労働組合は一
般に物価闘争に弱いといわれる 1．
　それとは逆に，日本の企業内労働組合が，戦後の社会運動の中心的担い手という側面を強く
持っていたから，単なる御用組合にならなかったとの指摘がある 2．では，消費者運動に当面
した企業内労働組合は，経営側とどのように異なる関心を示し，如何に行動するのだろうか．
　わが国の企業内労働組合は，雇用や賃金などの労働条件を個別企業ごとに交渉する．ところ
が最近は，雇用や労働条件のみでなく，それらに間接的に影響する経営方針や計画などについ
ても，労働組合が発言するようになっている．だがその程度は，積極派と消極派に分かれる，
といわれている 3．
　経営参加について労働組合には積極派と消極派があると同様に，公害や物価などの消費者運
動にも労働組合の対応は多様である．例えば公害の内部告発や，経営側への公害防止策の要求，
地域の公害反対運動との共闘，あるいは被害者を救済する支援活動を支える運動など積極派の
労働組合がある反面，まったく反応しない消極派もあるだろう．労働組合の対応は，この幅の
中で多様だと推定される．そこで本稿は，消費者運動と経営側との間で積極的に対応した二つ
の労働組合の役割を調べて，消費者運動をめぐる企業内労働組合の論理をさぐる．
　本稿は，消費者運動の定義を消費者が主権回復を目指して団結し，企業や行政に対抗する一
                                                          
1 久保田祐子「消費者運動関連資料」国民生活センター編『戦後消費者運動(資料編)』大蔵省印刷局，1999
年，217頁． 
2 鈴木不二一「コーポレート・ガバナンスと労働組合」稲上毅・連合総合生活開発研究所編『現代日本の
コーポレート・ガバナンス』東洋経済新報社，2000年，304頁．
3 連合総合開発研究所『労働組合の未来をさぐる－変革と停滞の 90 年代をこえて』コンポースユニ，2001
年，148頁．
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連の行動とする 4．
　本稿が用いた労働組合の資料は，各労働組合史，組合機関紙などの資料である．なお，カラ
ーテレビ不買運動に対応したある電機メーカー(以下Ａ社という)は労働組合本部の元役員に聴
き取りをしたが，森永ミルク中毒事件ではその機会を得ていない．
　本稿の構成は，次章でカラーテレビ不買運動をめぐるＡ社組合の対応を述べ，３章で森永ミ
ルク中毒事件への労働組合の行動を明らかにして，最後にまとめをする．
２．カラーテレビ不買運動をめぐる労働組合
　不買運動をめぐる労働組合の考え方を知るために，1960年代のナショナル・センターの運動
方針を日本労働組合総評議会(総評)にみると次のとおりである．総評は，減税とともに物価問
題を取り上げて，独占価格の引き下げを目標にした．そのため，公取委の権限強化(1964年)を
はかり，主婦を物価対策の中心として，各種団体と共闘をはかる(1967年)方針である．1961年
から約 10年間の物価対策をめぐる総評の運動方針を別表１にまとめたので，参考にされたい．
　ところで，総評の物価問題の中心目標は大企業製品の管理価格と公共料金であり，中小零細
企業製品と農産物は除かれている．しかし，同じ大企業製品でも生産財の価格や卸売物価に対
する活動を展開するのはむずかしいので，消費財の価格を対象とした 5．
　1970年前の消費者運動は，試行錯誤しながら積み重ねられてきた．しかし 1970年に入ると，
人口甘味料チクロの追放に成功し，さらに全国的な運動となった不買運動が，「カラーテレビ値
下げに結実した」6といわれるように，カラーテレビ不買運動が当時の消費者運動の代表格であ
った．本稿は，その運動の経過を半沢広志(1997)にしたがって示しながら，それをめぐるＡ社
と組合の対応を検討する．
２．１　経過
　カラーテレビ不買運動は消費者５団体 7と全国消費者団体連絡会によってなされた．その端
緒は，公正取引委員会が全地婦連に委託した「二重価格表示の実態調査」の打ち合せ会におけ
る一調査員の発言であったといわれている 8．
　全地婦連は，1967年 12月に公取委から「価格表示の実態調査」を委託され，新聞折込広告
を対象に調査した．その結果をもとに，全地婦連は次の３点を公取委に要望した．ⅰ）市価・
                                                          
4 水谷允一(1997)｢消費者運動」金子泰男，西村林編『現代消費・生活経済辞典』税務経理協会，203頁．
5 福田勝「労働組合運動も全力を挙げて物価問題を」生活問題研究所編『消費者運動年報 1971～73年　70
年代消費者運動の課題と展望』芽ばえ社，[1974年]．
6 木間昭子「経済社会の転換と 70年代の消費者運動」国民生活センター編『戦後消費者運動史』大蔵省印
刷局，1997年，127頁． 
7 消費者５団体とは，主婦連合会，日本生活協同組合連合会，日本婦人有権者同盟，消費者の会，全国市
域婦人団体連絡協議会である．５団体は，1970年 1月に人口甘味料チクロ追放運動を契機に結集している
（半沢広志，1997年，77頁）．
8 半沢広志「戦後消費者運動史」国民生活センター編『戦後消費者運動史』大蔵省印刷局，1997年，75～
76頁．
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定価の基準を作ること，ⅱ）買得品には広告に個数を表示すること，ⅲ）特売品には「特売品」
の表示をすることである．それにもとづいて公取委が 1969 年 5 月に「価格表示についての運
用基準」を定めていたので，1969年 10月に全地婦連が追跡調査をした．ある調査員がその打
ち合せの席上で，家電製品の値引き販売が常識になっていると，メーカーが示す定価に疑問を
投げかけた．当時は家電製品の購買意欲が旺盛な普及期だったので，この発言を契機として調
査項目に「不当な価格の調査」が加えられた．
　全地婦連は，1970年 8月にその調査結果を発表し，公取委に次の申し入れをしている．ⅰ)
常に定価の高いものは定価を再検討すべきであり，とくに 19 型カラーテレビは定価を引き下
げるべきである．ⅱ）旧型の耐久消費財(特に電器製品)は定価と販売価格との二重価格表示を
禁止すべきである，との要望である 9．
　この時期は，カラーテレビの国内の二重価格とともに，輸出価格が国内販売価格に比べ不当
に安いという二重価格が問題となっていた．すでに，公取委が 1966年 11月に，大手家電６社
を価格カルテルの疑いで立ち入り調査をし，ヤミカルテルを破棄するよう勧告するとともに，
通産省がカラーテレビの値下げ要請をしていた 10．また 1970 年当時は，公取委の独禁法違反
についての最終判決が出される時期が迫っていた．
　一方では，アメリカ財務省は同年 9月，日本製カラーテレビについてダンピングの疑いがあ
るとして，日本電子機械工業会に関税評価差し止めを命令し，12 月にはダンピングと認定し
た 11．
　これに対して日本電子機械工業会は，19インチカラーテレビの価格モデルを 1970年 8月に
公表した．あわせてアメリカと日本国内での小売価格と最終卸価格を発表し，価格差は小さい
と主張した．しかし地婦連は，モデル価格の公表は国内消費者の不信を解くには不充分である
として，9月 7日の常任理事会でメーカーが定価切り下げを行うまで「カラーテレビ１年間買
い控え運動」の実施を決定した．その運動はさらに拡大し，9月 11日に消費者５団体の共同運
動として展開していく方針が決定された．これに従って消費者５団体は 9 月 28 日，公取委委
員長に対してカラーテレビの定価引き下げを指導するよう要望した．同委員長は，消費者が納
得できる処置をとると確約している．こうした状況のもとで，公取委は，10月 1日に懸案であ
ったＡ社の家電製品ヤミ再販事件に対し，独禁法違反とする審決を出した．しかし，この審決
に対しＡ社は異議申立てをするとともに，人件費，材料費などの値上がりのため「現金正価は
下げられない」と表明した．この態度に消費者５団体は不満をもち，10月 17日に緊急会議を
開きＡ社製品のボイコットを申し合わせた．
　ところで，Ａ社では労使協議制が機能していたものの，中央経営対策委員会を設け経営対策
集会を開催するなど，組合は 1960 年代後半から意識的に事前協議の体制つくりに取り組んで
                                                          
9 同上書，76頁．
10 同上書，76頁．渡辺善次郎「わが国における消費者運動の展開」石崎史郎編『消費者運動資料－消費者
団体の動向と企業の対処－』ダイヤモンド社，1976年，27頁．
11 木間昭子，前掲書，146頁，147頁．
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いた．1970年 7月の年次大会で組合本部に経営対策部を設けている 12．この 2ヶ月後に不買運
動が発生したが，同運動に対するＡ社組合の経験は後年の経営参加の基盤になっている．
　この時期のＡ社組合の対応をみると次のとおりである 13．組合は 1970 年 9 月の労使協議会
で経営側に二重価格問題を質問している．地婦連が「カラーテレビ１年間買い控え運動」を決
定した日である．当時のＡ社組合は，この消費者運動は公害に対する市民意識と共通するもの
があると，次のとおり考えていた．すなわち，「ダンピング問題は，一企業の対処では限界」が
あり，日米両国間での解決が重要である．しかしながら，不買運動は家電製品の過当競争が原
因である．系列販売網を中心とした営業戦略が，量販店の安値販売など流通機構の変化に対応
できなくなった電機メーカーへの消費者の反発である．
　そこでＡ社組合は，9 月時点の経営側の態度では消費者問題は解決しないと判断して，全国
経営対策討論集会を開催した．当日は消費者５団体がＡ社製品のボイコットを申し合わせた 10
月 17 日である．Ａ社組合は同集会を契機として，本部役員が関連する支部や販売会社の労働
組合へ出向き，流通の実態を調査した．その結果は，新製品で思いきった低価格を打ち出すこ
とを中心として，次のような組合独自の不買運動対策を立案した．
　1）消費者運動の要望に，最大限応える姿勢を打ち出すこと．
　2）実勢価格に近い新製品を年内(早期)に発売すべきであること．
　3）現行製品を値下げすることは既購入者との関係で無理があるが，現金正価の店頭表示を取
　り外すこと．
　4）小売店と量販店が共存できるよう，流通経路を改革すべきこと．
　5）社内内部のコンセンサスを確認して政策を決め，販売会社・販売店に徹底してから，消費
　者団体に会うべきこと．
　これは，表現やニュアンスに多少の違いがあるものの，消費者団体の要求とほぼ合致するも
のである．
　組合は，10月 29日労使協議会で上の５項目と，販売ルートと社内の意思統一などについて
見解を主張した．特に新価格による新製品を年内に発売することなどを要望した．これに対し
て会社の答弁は次のとおりである．消費者団体は，現金正価を下げて実勢価格に近づけること
を要求しているが，その真の目的はメーカーの出荷価格を引き下げて消費者価格を安くする運
動だからその要望に対応したい，と答えている．
　ところで，公取委は「家電大手 12 社に対し，業種別の正価，リベート率，小売店との取引
条件などを書面で提示するよう指示」した．また通産省も，二重価格解消のための行政指導に
乗り出した．一方Ａ社は，「新製品の定価を下げ，実勢価格に近づける」と発表した．あわせて
10 月 21日，有力メーカー7 社は「現行機種の引き下げはしないが，今後発表する新機種から
現金正価を引き下げる」方針をきめた．
　その翌日(10 月 22 日)，Ａ社社長と消費者５団体との初めての交渉で，Ａ社社長は，現行機
                                                          
12 Ａ社労働組合(1971)『Ａ社労働組合史』Ａ社労働組合，763頁～773頁．
13 同上書，774頁～786頁． 
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種の引き下げはできないが現金正価の店頭表示を廃止することと，新機種を早期に発表して実
質的な値下げを行う，と提案した．
　しかし消費者５団体は，消費者が納得できる資料を示していないなど，Ａ社のこの程度の対
応では不十分であることを理由に，Ａ社製品のボイコットを継続した．さらに消費者５団体は，
通産省がメーカーを指導して原価を公表するよう要望し，通産省はこれを受け入れた．すなわ
ち通産省は，現行機種は暫定的に現金正価の表示を撤廃し，その後実情に即して引き下げられ
た新しい価格を設定する，などの解決案をメーカー各社に示した 14．
　Ａ社は，第２回目(11月 6日)の消費者５団体との会談で，「現金正価を 10％，約２万円値下
げした機種を近日中に発売する」と発表した．しかし５団体は，新機種 10％の値下げでは不充
分であり，現行機種の出荷価格引き下げが明らかでないことなどから，この回答に納得しなか
った．
　第９回全国消費者大会(11 月 11，12 日)では，Ａ社が公取委の審決にしたがうよう，さらに
運動を展開すると決議している．そのうえ特別決議として，カラーテレビの値下げのために全
製品の買い控え運動とＡ社製品のボイコットを採択した 15．
　11月 13日に公取委は，カラーテレビの割引率は平均 22％であるとの実態調査結果を発表し
た．これに基づいて公取委は電子機械工業会に対して，現金正価と小売店の実勢価格が十五％
以上離れた場合は，景品表示法に触れるため改訂せよ，などの警告を発した．
　これらの消費者運動は，電気製品の買い控えとしてカラーテレビを中心に全国的に広がった．
電機各社の売上は 9 月頃から低下して，カラーテレビの在庫が増加し 30～50％の減産になっ
た．そのため，テレビ関連の職場では多くの余剰人員が発生し，下請けや中小企業をはじめ大
企業でもパートタイマーの首切りや帰休制がおこなわれ，雇用不安が発生した．
　Ａ社では，次のように延べ 5,000人の余剰人員が発生した．ある工場ではカラーブラウン管
の交替制を 1975年 9月に導入したが，その 2，3ヶ月後に交替制を休止したうえに，半日を操
業し，午後半日は教育訓練をした．しかも電子部品やカラーテレビを製造する職場は他事業部
への応援の気配もあった．
　このような中で，Ａ社は譲歩を繰り返すが消費者５団体の要望を満たすにいたらず，両者の
関係は膠着状態になった．そこで，Ａ社組合は消費者団体に不買運動のために雇用不安が生じ
ていることを訴えるとともに，不買運動を解決するために消費者団体側が要求する解決条件を
打診した．それに対する回答は，小売価格を撤廃して二重価格を解消することと，低価格の新
製品を発売することであった．Ａ社組合は経営トップに，消費者運動が定着して新しい市民意
識が形成されている社会の変化を説明するとともに，不買運動をめぐり解決するための消費者
団体の最低条件を伝えた．経営側が消費者団体側の最低の条件を知ったことを契機として，経
営側が解決へ向けて動き出したといわれている 16．
                                                          
14 半沢，前掲書，78頁，79頁．
15 半沢，前掲書，79頁．
16 聞き取り結果による（高畑啓一氏，2003年 8月 1日）
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　Ａ社組合は一時金闘争の会社回答を前にして，不買運動と雇用不安を結びつけた見解を表明
した．それは，既述の消費者運動への対応策５項目を基本とするものである．消費者運動には
可能な限り早期に最大限に応えること，実施価格に近づけた新製品を年内に発売することを中
心としている 17．
　一方アメリカ政府は，12月 4日日本製白黒・カラーテレビを正式にダンピングと認定したの
で，「国内では高く国外では安いという不当な二重価格が疑い得ないもの」となった．
　つづいて消費者５団体は，12月 15日「正価を実勢価格まで値下げするよう」電子機械工業
会に要望した．しかし工業会は，12月 28日「値下げするよう努力したので，実勢価格は下が
ったはず」，モデル価格については「企業秘密なので公表できない」と回答した 18．また全国消
団連は電機労連に共闘を申し入れ，電機労連は，二重価格と消費者の疑念を解消することを，
12月 15日電機工業会，通信工業連盟，電子機械工業会に申し入れている 19．
　Ａ社組合は年末に消費者問題も含めて，経営に対する組合の要望と提言を最高方針の決定者
であるＡ社経営トップに提出している．その内容は，不買運動を新しい消費者運動の表れとし
て受け止め，社会に貢献する会社の新しいイメージを打ち出すこと，若手専務など重役の若返
りをはかることなどを求めている 20．
　Ａ社は翌年 1971年 1月に，カラーテレビのみならず全製品の二重価格の解消に努力する旨
を発表した．すなわち，白黒テレビ，冷蔵庫，洗濯機の値下げと新価格製品を同業他社に先駆
けて発表し，消費者団体の要求を基本的に満たす処置がとられたものである．電機各社も新機
種を発売して価格を引き下げた 21．これによって不買運動は解消され，生産は回復し，人員削
減は回避された．これらは，Ａ社組合が主張した内容にそっているといわれている．
２．２　分析
　不買運動をめぐるＡ社労働組合の対応から言えることを，次に述べる．
　第１に，労働組合が消費者問題に発言する目的は，雇用を確保し労働条件を維持・向上する
ことである．例えば，不買運動のため余剰人員が発生し倒産企業すらでている状況の中で．Ａ
社労働組合はパートタイマーを含めて解雇を拒否した．また，経営側が物価問題を配慮して賞
与の回答を低く抑えることがないように要望し，一時金闘争を展開した 22．
　その理由は，雇用を確保して労働条件を維持し向上することが労働組合の基本的な役割だか
らである．これをおろそかにして，消費者問題に注力することはできない．それは経営側がす
べきことであり，経営側がそのように行動するよう促すのが経営参加の一環として労働組合の
                                                          
17 Ａ社組合機関紙，1970年 11月 20日号．
18 半沢，前掲書，79頁，80頁． 
19 全日本電機機器労働組合連合会『電機労連運動史第 2巻』，1977年，657頁． 
20 Ａ社労働組合，前掲書，781頁～783頁．
21 東京芝浦電気『東芝百年史』，1977年，153頁．以降価格表示は「標準価格」が一般化した．
22 Ａ社労働組合，前掲書，778頁～781頁．「1970年 11月 20日付け(Ａ社組合)中央闘争委員会声明」
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果たすべき役割である，と組合は考えた 23．
　第２は，労働組合が消費者問題をめぐり発言をするのは経営対策である．その目的は，雇用
と労働条件を維持し安定したうえで，組合員が生きがいを感じながら働ける労働環境を築くこ
とにある．
　Ａ社組合は，不買運動による雇用不安の懸念が生じる前から，組合は価格の問題点を組合独
自に調査し，二重価格問題に発言していた．
　第３は，労働組合が市民の意識と消費者の要望を代弁している．Ａ社組合は，市民の視線で
見た消費者の実感を経営側に伝え，市民は消費者運動に納得し妥当であると考えているので，
消費者団体の要望に沿うよう経営側を説得している．すなわち，公害問題と同様に消費者問題
をめぐる市民運動により社会の意識が変化していることを説明して，企業が消費者の動向に反
した行動をとらないよう，発言している．
　第４は，Ａ社経営側が組合の発言を受け入れるには，組合の発言が経営側の判断あるいは行
動の誤りを正すだけの妥当性がなければならない．組合の発言には，従来の経営側のたらざる
部分を補う内容と説得力が必要であるが，Ａ社組合にはそれがあった．
　第５に，相互信頼的労使関係にあったから，Ａ社経営側が組合の発言を可能なものは取り入
れる姿勢があった．経営側に組合の発言を受け入れる姿勢がなければ，組合がいかに発言をし
ても効果はほとんどないからである．
　対抗的労使関係にある労働組合は，公害問題または消費者団体の発言を擁護し経営側に対し
て積極的に発言する場合が多い．しかし，経営側は労働組合の発言には積極的に応じない場合
が多いのではないだろうか．
　不買運動をめぐるＡ社組合の対応が労使それぞれに与えた影響は，次のとおり指摘できる．
　Ａ社経営側は，消費者運動への対応をめぐり，組合の経営対策や発言の必要性と重要性を認
識した．経営システムの内部では得られない情報と判断を組合がもたらすことを知ったからで
ある．これを契機にして，組合の経営対策などの意見・提言を経営トップが聞く姿勢が見られ
るようになった，と言われている 24．
　Ａ社は監査役を社外からむかえていたので，彼らが社会の意見を経営トップに伝えていたこ
とは推測される．しかし，市民運動が及ぼす社会の変化の意義を認識するには，労働組合以外
はむつかしかったのだろう．
　Ａ社組合側は，この対応を通じて実効のある経営参加が可能であるとの自信を得た．すなわ
ち，組合は労働組合による経営対策が経営側に対し影響力があることを実感したことである．
この経験が後年に経営参加制度を要求する３つの目的のうちのひとつとして，企業の社会化を
かかげるまでになっており，組合員がその妥当性を理解している．
                                                          
23 Ａ社組合の経営参加については，拙稿(未刊)「経営参加の制度化をめぐる労使交渉－ある電機メーカー
における 1970年代後半の事例－」(日本労務学会関西部会，2004年 5月 8日報告)に述べている．
24 聞き取り結果による(高畑啓一氏，2003年 6月 24日，8月 1日) 
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３．森永ミルク中毒事件と労働組合
　本節の目的は，森永ミルク中毒事件による不買運動と被害者救済問題をめぐる当該労働組合
の対応を明らかにして，その論理を検討することである．
　その前に，ナショナル・センターの運動方針をみておく．総評は，労働組合が公害防止と被
害者救済の共闘に労働組合が参加する指針を，1965年以降運動方針(別表２参照)にかかげてい
る．同方針によれば公害問題への労働組合の対応は次のように分類することができる．
　第１に，企業内部からその実態を市民に知らせ告発する方法である．公害は発生源に勤務す
る労働者が最も良く知っているからである．この事例には，総評全国金属日本計算器支部が，
自工場のメッキ廃液は農作物への被害を起こし得るとのビラを配布して，組合三役の解雇通告
にまで発展したケースがある 25．
　第２に，労働組合が地域での公害をなくす共闘に参加して，公害発生企業と自治体が公害を
出さないよう運動することである．第 1組合である合化労連新日本窒素労働組合が水俣工場の
完全な公害防止策を要求した例がある 26．
　第３は，被害者の救済を求める支援闘争として，被害者への完全保障を要求する対応である．
森永ミルク中毒事件では，全森永労働組合 27 (以下省略して全森永という)が被害者組織と交流
し，企業内労働組合としての見解を明らかにしている事例がある．
３．１　経過
　本稿は，不買運動にからむ事件として，上の第３の森永ミルク中毒事件を検討する．
　本事件の概要を田中・佐藤・野村(1980)にしたがって述べると次のとおりである．森永ミル
ク中毒事件は，大規模な最初の食品公害として，1955年夏西日本各地で乳幼児に下痢，嘔吐，
発熱，皮膚の黒変という症状の奇病が生じた事例である．厚生省の調べでは，同年 12 月に死
者 130人，中毒患者約１万２千人に及んでいる．捜査の結果，業務上過失致死傷罪で森永乳業
の２人が起訴され，有罪が確定した．
　事件の原因は次のとおりである．第１下請が新たに仕入先として追加した第２下請から，森
永乳業が納入したドライミルクへの食品添加物として加えた第二燐酸ソーダーが，産業廃棄物
に過ぎない不純物であった．そこに含まれる砒素の含有量が安全ラインをはるかに超えていた
のが原因である．森永乳業はその添加物の購入先・製造過程などを調査せず，成分を検査しな
いで使用した．
                                                          
25 日本計算機事件(労働省『資料労働運動史　昭和 45年版』664頁，665頁)．
26 労働省『資料労働運動史　昭和 45年版』，665頁．大屋和恵「労働組合と公害闘争」生活問題研究所編
『消費者運動年報 1971~73年　70年代消費者運動の課題と展望』芽ばえ社，[1974年]．
27 全森永労働組合(1977)『年ふり人はかわれど　全森永 30年史』全森永労働組合，1977年，423頁～46
2頁．全森永労働組合の組織は，森永製菓(株)の 12組合，4,164名，森永乳業(株)26組合，1,515名，森永
商事(株)16組合，950名など合計 58組合，7,168名である(1955年 6月現在)．加盟している上部団体は，
中立労連の全日本食品産業労働組合協議会(1965 年以前は全日本食品労働組合連合会)と全国製菓労働組合
協議会である(組合時報，1955年 10月 25日号)．「組合時報」は，全森永の機関紙である．
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　全森永は事件発生と同時に，経営側の調査・報告とは別に組合独自の調査班を派遣して，こ
の事件の原因は組合員が過失により毒物を混入したことによるか，などを中心に調査し，次の
組合見解を公表した 28．
　ⅰ）砒素が製品に含まれた状況を考慮すると，この事件の全責任が森永乳業にだけあるとは
いえない．しかし，森永乳業が公正な賠償責任を負うことは当然である．一方，組合員のミス
によるものではないので，ⅱ）全森永にはこの事件について直接の責任はない．しかし，組合
員が問題の製品をまったく善意に製造して販売し，不本意に殺人・障害の片棒を担いだ結果に
なったので，組合は人間としての「道義上の責任を感じる」というものであった．
　同時に全森永は経営側(森永乳業)に対して，事件の責任を明らかにするとともに，経営の改
善をはかるよう申し入れた 29．
　その一方で，労働組合には組合員と家族の生活権を守る基本的な使命があるので，全森永は
1955 年 9 月に次の事項を経営側に申し入れている．ⅰ）森永乳業の組合員については定時賞
与の全額と時間外手当の一部を返上する．ただし，森永グループの製菓ほか各社が各人に一律
に基本給の 1ヶ月分の賞与を支払った後，各社の予算額の残額を原資として森永乳業の従業員
に一律基本給の 1ヶ月分を支給する．また森永各社とも慰安会補助費を辞退する．これらを被
害者の補償の資金に当てるとともに，経営の改善に役立てるためである．さらにⅱ）組合員の
資金カンパで，500 万円を被害者にお見舞いする．他方ⅲ）経営者の責任を明らかにし，経営
を改善させる．
　ところが被害者同盟代表が，森永乳業との 9月からの交渉は会社に誠意がないので進展して
いない，会社を反省させるため森永全製品の不買運動などにより，支援してほしい旨を，総評
に申し入れた．そこで 10 月 5 日，総評が全森永に事件の経過を問い合わせた．全森永は，上
部団体の全食品労協議長と事務局長とともに総評太田議長をたずね，事件の経過と全森永のか
かわりを説明するとともに，大阪総評議長にも説明した．その結果双方から善処する旨の回答
を得た，と全森永は伝えている 30．
　全森永は各労働団体に，事件の経過を説明するとともに被害者同盟の上記の要望と総評の意
向，ならびに経営側と全森永による対応と経過を報告し，支援を求める文書を送付した．その
文章の中で，「十月初旬からは，被害者団体に対する会社の交渉経過につき会社に助言して解決
                                                          
28 組合時報，1955年 10月 25日号．
29 森永乳業社長宛申入書（1955 年 9 月 19 日）「ＭＦ事件の責任に関する件」により，事件の一切の責任
を明らかにするよう申し入れた．
申入書(1955年 9月 19日)「会社経営の改善に関する件」の一部は次のとおりである．１．“安全な製品を
つくること”を会社最高方針とすること．２．“量”より“質”をモットーとすること．３．原料から在庫
製品にいたるまで，厳格な品質検査の権威ある機構，機能を完備し，要員を充実すること．４．職務，責
任，権限を各職位について明確にすること．５．職位について定められた職務，責任，権限を遺憾なく遂
行できる従業員の配置をおこなうこと．６．任用の適切を期すること．同一職位に在任する期間は，責任
者について 3～5年を基準とすることなどである(以下省略)．
30 全森永労働組合執行委員長(1955年 10月 19日)「ＭＦ事件関係の対外活動に関する件」各加盟組合執行
委員長宛(組合時報，1955年 10月 25日号)．
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促進に当たっています．(略)当組合は，飽くまでも公正な賠償をもって事件を終結するよう，
誠意を持って(経営側を)鞭撻いたします」と述べている 31．
　ところで厚生省は，弁護士，医師などの｢５人委員会｣を結成した．同委員会は，事件発生か
ら半年経過した同年(1955年)12月に，「森永粉乳中毒事件の補償などに関する意見書」を発表
し，「後遺症は心配ない」と判断して，「道義上，習俗上」の補償を決めた．
　一方，被害者の両親たちは「被害者同盟」全国協議会を結成し，森永乳業との間で「５人委
員会」の案にそって交渉した．だが，同年 12月 26日に決裂し，全国各地で不買運動を含む抗
議行動がくりひろげられた．
　しかし，翌 1956年 5月に最終的に合意し，被害者同盟も同時に解散した．当日，被害者同
盟三木仙太郎会長は経営側の努力と誠意に感謝するとともに，全森永に対しても努力と経済的
負担をかけたことに感謝し，組合員に対する一部被災者の迫害に陳謝の挨拶を述べている 32．
　ところでこの事件の第一審は，食品添加物に対する森永乳業側の検査義務を認めなかった．
しかし，最高裁による差戻し審の公判中に，追跡調査により後遺症の事実が 1969 年に明らか
になった．すなわち，後遺症がないことを前提とした｢５人委員会｣の結論の不合理さが明らか
になった．そのため，被害者救済問題として社会問題になり，「森永ミルク中毒のこどもを守る
会」が結成され，支援活動が行われた 33．
　上の交渉の進展に対して全森永は，基本的な見解を明らかにした．それは組合の統一と団結
を保ち，組織全体が一致できる範囲内でのみ 34，被害者の立場に立って前向きに行動する，と
いうものであった．
　それにしたがって，中央執行委員会は下記のとおり見解を発表した 35．ⅰ）森永乳業に対し
て加害企業としての責任を追及するとともに，被害者の救済については誠意をもって早急に実
現するよう働きかける．ⅱ）全森永は，森永を公害の加害企業にさせないことを基本とした活
動をする．ⅲ）全森永は，組織上の弱点(注 34 参照)などを率直に伝えて，「守る会」と「交渉
の糸口をつかみ」交流をもち，被災者とのつながりを深める．しかし，ⅳ)春闘などの労働諸条
件を守る組合活動は，当該事件と区別してより一層強化する．
　組合は上のⅰ）とⅱ）については，組合独自で生産・検査・販売の体制を点検し，安全製品
を提供する体制の整備と公害発生源の改善を，それぞれの労使協議会で経営側に求めた．一方，
ⅲ）全森永と「守る会」との話し合いは 1971 年にもたれたが，その際の「守る会」の意見・
要望は次のとおりであった 36．
                                                          
31 全国の各労働団体に支援を要請した文書(組合時報，1955年 10月 25日号)．
32 組合時報，1956年 5月 31日号．
33 田中二郎・佐藤巧・野村二郎『戦後政治裁判史録２』第 1法規，1980，452頁．
34 組合員は，「所属する企業(製菓，乳業，キャンデー，醸造)によって」，また事件発生後 14年が経過した
ので，事件当時に在籍した組合員は 2 割程度に過ぎないので，組合員の「うけとめ方にかなりちがいがあ
る」からである（全森永，前掲書，445頁）．
35 組合時報，1969年 12月 1日号，1971年 3月 5日号．
36 組合時報，1971年 4月 16日号．
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　1）「守る会」は，全森永が本来的には味方として行動することを期待する．
　2）労働組合は世論から支持される見解を示す責任がある．
　3）「５人委員会」の誤った判断など，本件発生以来の経過を正しく分析し，当時の全森永の
　態度を含めて再検討すべきである．
　その後，｢守る会｣を支援する社会運動は広がり，各地区生活協同組合を中心として労働組合
などを含めた森永製品の不買運動がつづいた．このような状況の中で，1971年に全森永は不買
運動に対する下記の見解を発表し，総評と食品労連および労働関係諸団体に対して経過報告と
意見交換をするとともに，地区生活協同組合などにも活動を起こした 37．
　その見解は次のとおりである．不買運動が拡がるにつれて，雇用不安など組合員の生活への
不安が高まっている．しかしこの状況のもとでも全森永は，被害者の救済に努力している．中
毒問題の解決をはかるには，森永乳業に企業の責任を認めさせることが必要である．とはいえ，
不買運動によって企業責任を追及するという運動だけでこの問題の解決をはかることは困難で
ある．すなわち，不買運動は組合員に雇用不安を与えるとともに，それによって被害者の救済
問題を解決できないことを，企業内労働組合としての立場から関係諸団体に訴えたものである．
　この全森永の見解に対して，総評と食品労連の全面的な協力と支援の約束を得た．しかしな
がら，「守る会」と生活協同組合などの消費者団体は，全森永の活動は企業内労働組合としての
限界があるとの大変厳しい見方をした 38．
　一方裁判は，被告人・製造課長の必要な検査上の処置をとらなかった刑事上の責任を認めて
有罪とし，差戻し一審で 1973年 11月に終結した．「守る会｣は民事上の補償を求めて訴訟を起
こしたが，森永乳業側の責任を認めた刑事事件の判決後，森永乳業，「守る会」，厚生省の会談
により被害者の生涯救済を目的とした｢ひかり協会｣が，1974年 4月に設立された 39．これによ
り，被害者側が民事訴訟を取り下げ，事件は 19年ぶりに解決した．
　全森永は，1974年の年次大会でひかり協会の設立に対する見解を次のとおり明らかにした．
ⅰ）全森永は，ひかり協会の設立を積極的に評価する．ⅱ）被害者の救済事業が正しく円滑に
運営されることを確認しながら，ひかり協会の運営に必要な協力をする．
　そして，組合員一人あたり１千円の支援カンパ全額をひかり協会の基本財産に寄付し，組合
としての１つのけじめをつけた．
　その後の全森永の態度を1976年の年次大会の運動方針にみると，次のとおりである．ⅰ）「ひ
かり協会」による被害者救済事業が，正しく円滑に運営されるよう全森永として可能な範囲で
努力する．ⅱ）組合は，会社に対して消費者の安全と利益を優先することを，経営方針の第 1
にすべきであると主張するとともに，労働組合の立場での必要な点検活動に全力をあげる．ⅲ）
「守る会」「ひかり協会」と今後とも積極的に交流する．
                                                          
37 組合時報，1971年 3月 5日号，10月 16日号．
38 組合時報，1972年 10月 1日号．
39 田中・佐藤・野村，前掲書，456頁．
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　全森永は，上のⅰ），ⅱ）項の実施を森永各社に要求していくことを決めている．すなわち，
企業内労働組合が経営成果の配分のみに留意するのでなく，被害者の利害をも考慮して企業が
行動するように要求している．その一方で，組合員の生活と権利，労働条件の向上については，
被害者救済とは別個の問題として取り組むことを決めている．
　その後も全森永は，本事件の教訓を大切にし，「守る会」「ひかり協会」と「ひかり協会職員
労働組合」との関係を保ち，救済事件の理解と認識につとめるよう努力する旨の年次運動方針
を毎年掲げており，直近の 2001年度運動方針にもそれらがみられる．
３．２　分析
　上記の中毒事件をめぐる全森永の対応から，言えることを次に述べる．
　第１に，労働組合が発言する目的は雇用の確保と労働条件の維持である．事件発生時(1955
年)全森永は，当該企業森永乳業の組合員の賞与を全額返上し，経営改善に協力している．しか
し，それが経営に癒着した行動であるとの反省から，その後は，中毒事件と組合員の生活を守
る組合の活動を区別して，労働条件の向上を一層要求することを確認している．
　第２に，上記第１の目的を達するため労働組合が経営施策の改善を要望している．全森永は
経営側に対し再発防止などの経営施策の具体的な改善を次のように要望している．労働組合活
動の運動方針として経営対策あるいは経営参加を明確に目指してはいなかったものの，事件の
原因が公表された翌月に，製品品質の確保と管理体制の充実を内容とする「会社経営の改善」
を申し入れた．経営側は申し入れの趣旨を受託するむね回答している．
　第３に，被害者の要望に沿うよう経営側に労働組合が働きかけている．組合が被害者を支援
する活動のきっかけは，全森永に対する総評の調査にあったとしても，その後経営側に対する
発言と被害者に対する支援活動を長期間続けている．活動を始める契機が何であれ，そこには
全森永が自主的に活動する素地がすでにあったからであると考えられる．全森永は，被害者の
後遺症が明確になった後も，誠意をもって被害者を救済するよう経営側に働きかけた．また，
「ひかり協会」による救済事業が正しく運営されるよう努力し，経営側に必要な要求をする方
針である．
　第４に，労使関係は相互信頼的であったと推定される．これによって，より効果的に上記第
３の行動ができたと考えられる．
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４．おわりに
　以上の分析から，言えることを述べる．
　両事件とも最終消費財をめぐる消費者運動であるが，次のように異なる点がある．森永ミル
ク中毒事件は，食中毒による死亡と後遺症が原因であったから，その内容が深刻であり解決に
長期間を要した．しかし，カラーテレビ不買運動は価格問題であったから，企業の方針変更に
よってほぼ半年間の短期に解決できた事件であった．
　しかし両事件の分析から，労働組合が消費者団体または被害者同盟と企業の利害を調整でき
た条件は次のとおりであると，考えられる．
　第１に，相互信頼的労使関係にあったことである．経営側にとっての相互信頼関係は，労働
組合の行動が経営側の予想する範囲内にあると期待できることである．例えば経営側に損失を
負担させて予想外の利益を労働側が引き出す懸念が少なかった．すなわち，労働組合が合理的
な行動をとると経営側が予想できる信頼関係があったので，経営側が労働組合の発言と行動を
信頼し，可能な発言内容を取り入れることができたのである．この相互信頼関係が消費者問題
の解決を容易にしたと考えられる．
　第２に，相互信頼的労使関係の労働側にとっての中心は，長期雇用を確保する経営側の努力
への信頼である．経営が危険な状態にない限り，経営側が長期雇用を可能なかぎり保証しよう
と努力することを労働組合が信頼できることである．
　第３に，労働組合が一市民としての組合員の意識に基づいた自主的な判断をしたことである．
消費者団体または被害者同盟などと経営側との意思と情報の仲介を果たす局面で，労働組合が
市民としての意識を基礎として行動した．言い換えると，社会の論理を企業内に取り入れる働
きをしていることになる．
　次に，内部告発をめぐる消費者運動と企業内組合の論理を検討する．
　本稿では，企業は利益の最大化をめざし活動すると単純化して，これを企業の論理というこ
とにする．また企業内組合は，雇用の確保をはじめ労働条件の維持・向上を目指して行動する
と仮定し，これを組合の論理と言う．さらに消費者運動が健康で文化的な市民生活の維持・向
上を達成するものとして，この行動は社会の論理に従うとする．
　消費者問題は当該企業内労働組合にとっては大変悩み深い問題である．消費者問題が発生す
ると企業の論理と社会の論理が相反するからである．すなわち企業が，その論理に従い利潤の
最大化をめざして活動すると，公害の発生を防止する対策に要するコストを最小化するので，
公害が発生しかねない．だから公害は，企業が利潤を追及する過程で発生するものであり，利
潤追求の副産物といえる．
　一方，社会の論理に従うと，健康で文化的な市民生活を送るためには公害のない社会を望む
ことになる．その要望は，公害防止のコスト負担を企業に要求する．
　当該企業内労働組合は，その論理に従うと，企業の論理を相当程度認めざるを得ない．企業
の成長と繁栄が組合員の雇用を保障し，労働条件を向上させる基盤であるからだ．一方では組
合員は企業の従業員であるとともに市民社会の一員であるから，社会の論理にも従う．したが
って労働組合は，利害が相反する双方の立場を併せ持つことになる．
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　消費者問題が発生した当該労働組合が，社会の論理を無視して企業の論理に従うと，労働組
合の社会的責任を無視していると非難される．労働組合が本来持つべき社会の論理を代弁する
使命を果たすことなく，企業の論理にのみ従うと批判される．すなわち，労働組合が社会の論
理を無視して企業の論理を優先し御用組合化した，との非難である．
　だが，企業内組合には限界がある．組合は企業の存続とその論理を無視できない．労働組合
の基本的な使命は，組合員の雇用を保証することである．企業内組合がこの境界を越えること
は，企業の論理を捨てて社会に論理に従うことになる．
　しかし，企業内組合がこの行動をとると打撃を受ける．それは，既述の総評全国金属日本計
算機支部(注 22)などの例に見られる．ここに企業内組合の限界がある．この場合は，産業別労
働組合または地域の組織あるいは消費者運動の活動に依存することになる．
　だが，外部の組織や消費者運動では十分に対処できない場合が多い．そこで，組織内の事情
を最もよく知る者の内部告発により，事実が明らかにされる場合が多い．しかし，内部告発を
する者は企業の論理に逆らって社会の論理に従うのだから，内部告発者が不利益を被らないよ
うに保護する制度が必要性である 40．
　本事件は，消費者問題についての企業内労働組合が企業と消費者団体等との間を調整した事
例である．残された課題として，消費者問題のみならず広く経営参加に結びつく労働組合の発
言を分析することがある．
                                                          
40 内閣府国民生活局のコンプライアンス研究会は同報告書(2001年 8月)の中で，内部告発制度は検討に
値すると述べている(内閣府国民生活局消費者規格課「自主行動基準作成の推進とコンプライアンス経営」
『月刊国民生活』2001年 12月号)
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　別表 1　物価対策をめぐる総評の運動方針
1961
年
　①公共料金値上げ反対．②大企業の独占物価値上げ反対(略)を基本的な要求とし
て，広範な国民運動を起こす．
1962
年
　われわれは重税反対・独占物価引き上げ反対の騒然たる国民運動をもりあげ，生
協総連合をつくり，生協活動を活発に行う．
　イ．消費者米価，新聞代，私鉄運賃など公共料金，独占物価値上げ反対．
1963
年
イ　物価騰貴反対の中心を公共料金，独占価格におく．
ロ　重税反対，独占価格引き上げ反対を国民運動にもりあげる．
1964
年
　物価値上げ・重税反対闘争の主な目標は，(イ)独占物価の引き下げ，そのための
公正取引委員会の権限の強化と構成の民主化，また勧告操短などの大企業製品の価
格を保護している行政の廃止．(略)
　物価問題は，われわれが抵抗しないかぎり，政府が主体的に解決して行く可能性
はない．そこで，地域に抵抗勢力をつくり，春闘の時期にかぎられない永続的な運
動をすすめる．
1965
年
　次の課題にむかって積極的に取り組んでいく．
１．減税，物価値上げ反対(略)
1966
年
　物価問題は主婦の立場が最も切実である．(略)
　我々は賃金闘争その他の闘争に主婦も参加してゆくために主婦の会を組織して
きたが，今後も主婦の会のなかから賃上げの声を強め，また物価問題の中心的なプ
レッシャー・グループとして発展させていくよう全体が努力しなければならない．
1967
年
　物価値上げ反対の闘争は，勤労国民の生活を守る幅広い闘いであり，(略)各種の
民主団体と密接な連携と共闘をはかりながら職場，地域で日常闘争を活発に展開し
ていくことが大切である．
1968
年
　相つぐ物価の上昇と重税，インフレ政策は，労働者の実質賃金を切り下げ，勤労
国民の生活を著しく圧迫している．
1969
年
　物価闘争は大企業の独占価格の規制を政府に迫る(略)．
②物価値上げ運動を発展させるためには(略)民主団体との共闘，提携をつよめてあ
らゆる形の大衆行動を発展させなくてはならない．
1970
年
　(3)物価値上げ反対の闘い
　われわれの購入している大企業製品が原価に比べて異常に高い価格であること
が最近明らかにされつつあるここに国民所階層との共闘を強調する所以がある．
(略)
　われわれにとって，当面重要なことは物価値上げの仕組みや独占価格の形成など
を，働く者全体に広げ徹底的に理解させるよう教宣活動を強化することである．
1971
年
　「生活闘争」の対象とする諸課題，すなわち医療，年金，労災，(略)住宅，物価，
減税のたたかいは，今日では個人的，一企業的対応を越えるものである．本質的に
はそれは「社会的」に処理解決すべき性質をもつようになってきている．
　出所：労働省『資料　労働運動史』各年度版．
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　別表２　公害をめぐる総評の運動方針
1965
年
　公害は炭坑災害などのように直接的なものではないが，家族を含めて長期に生命
がむしばまれていくものであり，その実態は，当該工場の労働者が一番良く知って
いるのだから，これを市民に知らせ，結合して，資本家の責任において公害の原因
を排除させなければならない．
　四日市のコンビナートに働く労働者が，他所より少し高い賃金をとるが，そのほ
とんどの子供がゼンソクになるということは本当に企業意識からでた悲劇という
べきだろう．
1966
年
1967
年
　公害は，本来「工害」または「鉱害」とよぶべきもので，この加害者は明確に独
占資本，企業である．
　われわれは，公害に関する政府の無能，無策を追及するとともに，公害の原因を
具体的に調査し，「公害をなくせ」という要求を，周辺の地域住民とともに，組織
し，加害者である企業自治体にむけて具体的に予防措置を行わせていく．………総
評は昨年までの公害闘争をさらに発展させ，………活動家会議などをひらいて実態
の把握と国民世論の高揚につとめるとともに，労働者と労働組合のとりくみ強化を
はかっていく．
1968
年
　「公害」は明らかに独占資本，企業の利潤追求，生産第 1主義の政策によって一
般国民に加えた害であり「工害」ないしは｢鉱害｣というべき性質の災害である．
　「公害」のもととなっている工場，鉱山の労組が積極的に原因の追及と汚染防止
や被害者への保障を要求し，すすんで被害者との共闘に加わらなくてはならない．
1969
年
　われわれは，「公害」に対する企業の加害責任を明らかにし，被災者の生活，医
療，生命等の保障をさせ，「公害」をあくまで防止する闘いを積極的に進める．
　食品公害はカネミ油中毒事件にみられるように有毒，有害食品の販売が公然と行
われていることを示している．………われわれは，生命と健康を守るため，関係団
体と連携し有毒有害食品はもちろんのことインチキ商品の一層のためにたたかう．
1970
年
　(4)公害追放のために
　公害は生活問題の重要な脅威となった．
ヘ．労働者や労働組合が公害防止という点では一致している点を重視し，今秋には
　公害に抗議する全労働者の統一行動を組織し，｢工害撲滅デー｣を全労働者に呼
　びかけ，すべての労働者が自らの職場で，公害発生の総点検活動を行う．
　出所：労働省『資料　労働運動史』各年度版．
岩　田　憲　治
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